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胆沢町下位段丘上集落における農業経営

-散居地域における農業経営と転作,

南都田地区第14　・15　・16集落を中心に-

野　崎　英　二・山　崎　浩　志

I　は　じめに

新しい農業の方向性を求めて1961年に施行さ

れた農業基本法により,農地解放以来,戦後の日

本の農業は, 「自立経営農家の育成」を主幹目榎

とした各種の施策によって大きな転換期を迎える

こととなった。折りしも,日本の社会・経済構造

は,高度成長を基盤とした産業体系の飛躍的発展

に伴って再編を画していた時期にあたり,こうし

た時代的趨勢に呼応して,農業もまた基本構造を
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多様化へと組成し直さねばならなかったのである。

これら一連の流れの中での農業経営も,従来から

の増産体系を機械化の導入などによって省力化へ

と切り替えていくという新しい局面を展開させた

のであった。このように,政策転換を契機として,

日本の農業は内容的に変質を余儀なくされたこと

は充分に理解されよう。

さらに. 1960年代後半から顕在化した米の生

産過剰基調は,米生産調整政策1)を生み出す結果

となり,農業経営は.再度構造転換を招来すること



となった。つまり,高度成長期以降の農業の大き

な変質は,農村社会にも必然的に変化をもたらす

結果となったわけである。それは,労働市場の拡

大による農民層分解を伴いながら,農村部におけ

る離農および兼業化を促進させたのである。こう

して現在では,農村は,農業部門と非農業部門を

並存させる新しいタイプの社会を形成するに至っ

ているのが実情である。それはまた,農業におけ

る新たな問題点の出現と言えよう。

以上のように,戦後の日本における農業の流れ

を概観したが,とりあえず,兼業化に伴う農業の

諸事象における変質が,現在の農業を取りまく問

題点であることは確かである。

このような基本的問題点を踏まえた上で.農村

構造の微視的な把握を試みた研究は近年において

も多数報告されている。例えば,浜谷正人2)は,

土地利用にみられる圏構造を, M ・チサムの提唱

した概念を導入しながら,村落構造との対応から

明らかにしようとしている。特に,距離概念を指

標としての盛構造の把握において注目に値する報

告を行っている。当論文は,既存の諸研究を展望

しており,教えられる内容は多い。

また,規工川宏輔3)は,佐賀平野を事例として,

米生産調整政策や兼業化の波及に伴って発生した

農村内部の再編成過堤を,一連の研究報告を通して

解明しようとしている。このうち,機械・施設の

共同利用を通して推進されてきた稲作生産組織の

再編は,兼業化の進行した農村社会をとらえる上

で重要な意味を包含している。さらに,岩木川下

流沿岸農村を事例として,農地流動の実感と経営

の諸特性に関して論じた鈴木康夫・新井鎮久4)の

報告は,兼業化の申において売買流動から借地型

流動へと移行している農地流動を背景に展開され

てきた大規模経営麿家の成立を論及したものであ

る。

本稿の研究対象地域である胆沢扇状地は,岩手

県南部に位覆し,現在は農業中心地の一翼を担っ

ている。した一がって,胆沢町の基幹産業もまた農

業である。上述のような農業の詰問超は,散居地

域である胆沢扇状地の農業構造をも変質させてい

る。そこに,散居と農業経営の関係という両者研

究のアプローチが存在するであろう。

これまでにも,山口弥一郎5)や池田雅美6)によ

り,本地域の散居景観に関する優れた報告がみら

れるが,農業構造に論及したものは少ない。また,

当教室による本地域を対象とした1983年度1984

年度の調査報告書7)をみても.農村構造の把握へ

の多角的な調査が試みられてはいるが.直接的な

農業経営の把握は不十分であった。

そこで,本年度は,これまでの調査において不十分

であった農業経営の側面から調査を行った。これは,

敵民地城の特性と農業経営上の諸側面を有機的に結

びつけて把握することにより.胆沢扇状地におけ

る農村集落の諸性格を理解することが可能になる

との視点に立ったものである。その中で,今時は

一つの視点として,兼文化に伴う転作を中心とし

ながら,農業経常にみる散居地域の特性と経営様

式をとらえた。

そこで,まず,全体的な視野に基づいて,胆沢

町の幾業の全体像を把推した後,南都円地区第14

15・16集落(南都日17(某)をインテンシブな

調査対象地城に設定して.農業経営の諸特性に関

して考察を行っていく。

南都田地区第14・15・16集落を抽出した理

由は.後述のごとく,胆沢扇状地の中では早くか

ら開田が進み,従来から水田を主とする農業経営

の中心となっており,開墾が新しく畑作指向の慣

向にある小山地区( 1983年度報告書参照)とは,

対照的費観を示しているからである。

1　耕地の経営状況

(1)土地利用

胆沢町は.北は金ヶ崎町,東は水沢市,前沢町,

南は衣川村,西は奥羽山脈をはさんで秋田県に接

する岩手県の内陸部に位置し.胆沢川によって形

成された扇状地性台地上にある。年間平均気温は

10.8℃.降雪日数143日程度,夏季の平均気温は

23℃8)であり.西部山間部を除くほとんどの地域

が農業に通した自然条件を備えている。



次に,胆沢町の土地利用の現況は, r胆沢農業

振興地域整備計画書9)」によれば,農用地49.2%,

山林原野25.1 %,その他25.7%で,農用地の90

%は田となっている。また,地域全産業の生産額

に占める農業の割合は36.4%と高く,県下有数の

米作地帯となっている。

以下,小山・南都田・若柳の3地区における農

業の特色を同計画書に従って概観してみたい。

第1表　各地区における農業の特色

第1表から分かるように,ほとんどの地区にお

いて水田が土地利用の中心となっているが,小山

西南部や若柳西部などのように捺高がやや高くな

ると畑作や畜産の占める比重も大きくなっている。

なお,胆沢町では.若柳西部平坦地区,及び西

北部地区を除く全地域において,田畑輸換が可能

な刑場条件の整備を進め,農用地としての利用を

図っており.また,小山地区全体の平地林,及び若

柳西部丘陵地区の山林については.草地造成等を

進め,水田以外の農用地としての活用を図ってい

く方針である。

(2)経営耕地面積

①　年次別経営耕地面積(胆沢町全体)

第2表からわかるように,経営耕地面槌の総数

は昭和30年以来着実に伸長しているが,昭和54

年から横ばい状態である。理由としては,畑地・

その他の宅地等への転用も考慮されるが,

やはり,昭和53年度より実施された水田利用再

編対策10)により水田面積の拡大が抑制されたため

と考えられる。

第2表　経営耕地面積

(各年2月1日現在)

三幸干
(胆沢町「農政のしおり」より転載)
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⑧　地区別経営耕地面積

ノ　　じ1`叩〝。 1

第2

地区別経営耕地総面積(ha)

匿雛,5。6票日当 (r農林業センサス」より)

各集落における農家一戸当たりの耕地面積区分(8)
(「農林業センサス(1980)」により作成)

'3図　集幕別専業農家率区分(%)
(「農林業センサス(1980)」により作成)
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1980年の農林業センサスによれば,経営耕地

面積は胆沢町全体で5,330haであるが,地区別に

みると,小山が2,639haと最も多く,若柳1.506ha,

南都田1,185haの噸となっている。

また,農家一戸当たりの経営耕地面積をみると,

第2図から,小山西南部や若柳南部のような上位

段丘面11)で大きく,南都田東北部や若柳北部など

の下位段丘面において小さいことが知られる。こ

れは専業農家率(第3図)と関連があり,上位段

丘面の集落ほど専業農家率が高く,大規模経営が

行われているためと考えられる。

2　兼業状況

(1)専業兼業別農家数の年次別変化

第3表からうかがわれるように,昭和30年の段

階では専業農家が1,586戸と, 1,302戸の兼業農家

を上回っていた。しかし,昭和35年になると専

業農家数と兼業農家数の関係は逆転した。また,

昭和54年までは第1種兼業農家数が第2種兼業

農家数を上回っていたが,昭和55年逆転してい

る。このような変化は,高度経済成長下の影響と

ともに,第2期を迎えた水田利用再編対策により,

転作両税が急増したため,農業による収入が不安

定となったためと想定される。ただし,胆沢町に

おいてこの逆転が昭和55年に明瞭に進行したこ

とには,この年に見舞われた冷害の影響も考えら

れよう。

第3表　専業・兼業別農家数
(各年2月1日現在)

(胆沢町「農政のしおり」より転載)

(2)地区別兼業農家数

胆沢町の各地区を対象に総農家中の兼業農家

をみると,南都田地区が93.0% (総兼業農家

4図　集落別第2種兼業農家率区分(%) 「農林業センサス(1980)」により作成)
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746戸)と最も多く,続いて若柳地区が91.8%

(926戸)、小山地区が85.6% (1,173戸)の噸と

なっている12)

このような分布を示す理由として,第-に,水沢

市に近く,通勤条件に恵まれた地区ほど兼業率が

高くなると考えられることが挙げられる。これは,

第4図の第2種兼業農家率の分布が集落ごとの総

兼業農家率、とほほ同じような分布を示す中で,拷

に,主要地方道横手住田線に沿った集落に多く分

布していることからもうかがえる。第二に,畑作

中心の農家よりも米作中心の農家の万が兼業化を

進め易いこと,第三に,経営耕地面積の少ない農

家ほど収入を他産業に求める傾向があることなど

が挙げられよう。

以上のような条件を具備している南都田地区で

は,兼業化が進んだものと考えられる。

なお,胆沢町における兼業農家のほとんどは,

水沢市内の企業に就職している。

3　転作状況

(1)概　況

昭和53年度から実施された政府の水田利用再

編対策により,米の生産はかなり調整されている。

しかし,実際の農家にとっては,水田に最適な耕

地においては米作を継続したい意向と考えられる。

従って,それぞれの土地条件を考慮した転作の受

委託という方法が創案され,各地域における農業

収入の安定化を図っている。 (なお,転作の受委

託に関しては,後の農業政策の項において触れた

い。)

(2)内　容

①　構　成

第5図からうかがわれるように,各地区におけ

5図　集幕別転作率区分(%) (胆沢町r米生産調整対策事業実施状況」により作成)
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転作等実施農家,面積,水田枚数

区　　分

転　作　等

(戸) (a)
面　積

(枚)
水田枚数

うち,第1種加算

(戸) (a) (枚)
水田枚数

う　ち, 加算

Gi XK (枚)
水田枚数

全　町帥
構成比*%)

2,776 83,789 ll,192 109 10,421 432 1,299 32,658 4,448

100 100 100 100 100 100 100 100 100

小　　山

構成比納

1,198 42,811 4,970 95 6,611 294 649 17,356 2,287

43.16 50.25 44.41 87.16 63.44 68.06 49.96 53.14 51.42

703 15.860 2.783 1.750 40 314 6,184 1,154

25.32 19.25 24.87 0.92 16.79 9.26 24.17 18.94 25.94

875 25,118 3,439 13 2,060 98 336 9,117 1,007

31.52 30.49 30.73 ll.92】 19.77　22.69 25.861 27.92 22.64

(胆沢町r米生産調整対策享 ;施状況」より転載)

第5表　作月別転作内訳
(単位:アール. %)

(胆沢町r米生産調整対策∃ :施状況」より作成)

る転作率は西部丘陵地区で比較的高く,東部平坦

地区で低くなっている。また,同一の地区内にお

いても上位段丘面に向かうほどその率は高く,下位

面にいくほど低い。これは,平坦地,もしくは下

位段丘面に向かうほど米作に適するため,先のような

集落間における(集落を越えた)転作の受委託が

行われた結果であると考えられる。

次に,作目別耕作実施面税の構成比をみると,

比較的労勘力を要しない飼料作物が56.64%と最

も高く,野菜が9.94%でこれに次いでいる。特

に,主要産地指定を受けているピーマンは,野菜

中54.7%,全体でも5.44%と重要な位置を占め

ている。
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⑧　地区別にみた主要作物の傾向

(注)各項目の最初の表は,

a-各作目の実施面積(胆沢町全体)

÷転作実施総面積(胆沢町全体)

b-各作目の実施面積(小　　　山)

÷転作実施総面積(小　　　山)

c-各作目の実施面積(南　都　田)

÷転作実施絵面横(南　都　田)

d-各作目の実施面慣(若　　　柳)

÷転作実施総面積(若　　　柳)

を表すものとする。

i)飼料作物

第6図からうかがわれるように,飼料作物の作

付は西部上位段丘面に顕著で,水田率の低い地域

(第7図)とかなり一致している。これは,元来

畑作地帯であったこの地域においては,従来栽培

してきた野菜類の作付を増すことは所有する労働

力からは困難と考えられ,比較的労働力を要しな

い飼料作物を選択したのであろう。また,この地

域は畜産が盛んである(第8図)ことから飼科作

物が必要なのである。

第6回　転作田中の飼料作物作付60 %以上の集落(胆沢町r米生産調整対策事業実施状況」により作成)
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第7図　集落別水田率区分(%) 「農林業センサス(1980)」により作成)

第8図　集落別の牛の頭数(頭) 「農林業センサス(1980)」により作成)



第9図からうかがわれるように,転作田中の麦

類の作付は東部平坦面に多く,水田率の高い地域

と一致している。これは水田地帯の土地条件が麦

作にも適していることと,先の飼料作物において

触れたごとく,畑作地帯では牧草中心になってい

ることがその理由として挙げられよう。

また,南都田地区第18集落においては転作実

施面積中麦類の作付が58%と群を抜いており,

地域の重要な農産物となっていることがわかる。

第10図からうかがわれるように,転作田中の

大豆の作付は,南都田地区に多い。これは専業農

家率の低さ(第3図)、特に、第2種兼業農家率

の高い(第4図)地域と関連があると考えられる。

つまり,兼業に重きを置く農家ほど転作になるべ

く労働力を要さない作目を選ぶ傾向にあるためと

思われる。

第9図　転作田中の麦作付10%以上の集落(胆沢町r米生産調整対策事業実施状況.Iにより作成)

iii)大豆

露悪訂宕「寓第8討

ii)麦類

I 7.7%I 5.5% 21.8%寛% (第欄



第11図から判断できるように,転作田中の野

菜類の作付は,東部平坦面で多く,麦類と同様に

水田率の高い地域と関連がある。これは畑作地帯'

と異なり,野菜類は僅かな畑地で小規模に行われ

ていたにすぎなかったため,転作田に野菜類を選

択したものと考えられる。

また,主要産地指定13)を受けたピーマンに関し

ては,山間部や湿地等の土地条件が適さない一部

の地域を除いて胆沢町のはば全域にわたって栽培

されている(第12図)。特に,若柳東部平坦地や

小山南部の集落においては転作田中のピーマン作

付の割合が10%以上となっているが,これは各

集落における転作推進営農組合の指導などによる

ものであろう。
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iv)野菜類

島脚。第9戴



第11図　転作田中の野菜作付区分(%) (胆沢町r米生産調整対策事業実施状況」により作成)

第12図　転作田中のピーマン作付区分(%) (胆沢町r米生産調整対策事業実施状況.Jにより作成)



4　農業政策

(1)農業施設

農業施設に関して,胆沢町では農業近代化施設

の整備計画を立案している。それによれば,農業

生産の高度化,生産の組織化を目榛に施設を整備

し,さらに,それぞれの施設の有機的な結合がな

さ.れるよう配慮しながら進め,全体として過剰投

資を防止し,より効率的な利用が図られるよう整

僻していくものとしている。

特に,ライスセンター,カントリーエレベータ

I,ライスミル及び農畜産物の柴出荷加工施設な

どを配備充実し,集出荷の合理化と品質の統一に

よる安定した市場の確保を図っている。

そこで,胆沢町におけるライスセンター,カン

トリーエレベーター,ライスミルという施設の位

置づけを検討したい。

①　使用区域(第10表)

i)ライスセンター

ii)カントリーエレベーター

iii)ライスミル:

⑧　径　路(第13匡D

i)ライスセンター

小　山

小　山

南都田

使

旧小山村の農家で使用

若柳支所管内の怨家で使用

南都田支所管内の3家で使用

使　　用

小山支所管内の農家で使用

若柳・南都田両地区の農家で共同使用

使　　用

若柳・南都田両地区の農家で共同使用

三一忘と一三一三三! r~z-zn ・(検査)・

玄米

ii)カントリーエレベーター,ライスミル

酎　　　　　HE]
)内　容

)ライスセンター

規律を行い,玄米の状態で保存するため,潤

(農協での聴き取りにより作成)

毒を必要とする。したがって.保存期間が長び

くほど米の品質は低下する。

ii)カントリーエレベーター,ライスミル:
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共に籾のままの状態で保存するため,新米と

同じ品質で長期間の保存ができる。特に,ライ

スミルはカントリーエレベーターの倉庫型(箱

型)のものであって,全国で胆沢町唯一のもの

である。

大部分の農家がいずれかの施設を利用している

ことからうかがわれるように,使用率はいずれも

非常に高い。 (なお,今後,小山地区に2万俵が

保有可能なライスセンターが建設される予定であ

る。)ただし,これらは農協が施設を提供している

ため,農協を主体とした共同利用であるといえよ

(2)転作の受委託

農協の生産組合には82の集落から3,100位帯が

参加し,集落ごとに営農組合を構成している。そ

の具体的な生産グループである部分組織は,稲作

研究部会や畜産部会などのように生産物ごとに構

成されている。さらに,集落ごとの自主的なグル

-プも12-13個存在するが,これらは農協とは

関係無く.独自の経営を行っている。

また,転作のための組合としては転作推進営農

組合が存在する。胆沢町では,町が集落に対し.

転作の内容を指定し,農協が転作方法の指導を行

い,集落内の転作推進営農組合が転作内容(方法)

を決定するのである。

一万,農協が窓口となっての集落間にわたる受

委託も行っている。このような集団転作は水系や

土地条件と考え合わせて行われているが,農協の

説明によれば,奨励金が基本より若干高い14)ため,

今後も伸びていくと考えられる。

m　南都田地区第14　・15　・16集

落における農業経営の諸問題

1　第14- 15- 16集落の概要

第14・15・16集落は水沢市街の西,約6km

に位riIしている。第14集落の南部は中位段丘福

i■
)　ヽ　　　　yo

＼_ニT一一一～一一′r l　　　　」

1km

(r世帯番号簿」より作成)

14図　南都田地区行政区
数字は行政区を示す

㍉
1.谷地中
2.漆町　3.寺村　4.独光
5.作屋敷　6.国分　7.林福野　8.大持

第15図　南都田地区第14・15・16集落に
おける小字名
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原面15)の末端部にあたり,微高地が続くが,それ

以北は下位段丘面(水沢段丘面)になるため低湿

地が多い。集落内耕地は茂井羅堰10)掛りであり,

北縁を茂井羅中堰,南縁を茂井羅南堰,集落内を

茂井羅中堰の分水である小違堰,境田堰が通る。

総戸数99戸17)のうち農家戸数は　18)である。

・農家一戸あたり経営耕地面積は三集落とも160 a

前後19)と胆沢町の平均とほぼ等しい。農家の多く

が家畜(午)数頚を飼育し稲作との複合経営を行

っている。耕地は水田が卓越するが,南部の微高

地には畑作地帯がみられる。米の生産調整の実施

以後,主に麦・大豆・牧草-の転作が進められ,

さらに昭和55年頃よりピーマン・キュウリの施

設栽培が導入された。

2　農家の経営形態と転作状態

(1)経営形態による類型化

南都田地区第14　・15・16集落の農家全88戸

のうち29声を無作為に抽出し,農家台帳等の資

料と聴き取り調査に基づいて,耕地の分布20)や経

営状態を分析した。その結果,経営形態の相違か

ら以下の5つの類型に分類できると考えられる。

I型　水田耕作,家畜飼育およびピーマン・キュ

ウリ等の野菜の栽培を行っている農家。

Ⅱ型　水田耕作と家畜飼う

Ⅲ型　水田耕作とピーマ:

栽培を行っている農家。

Ⅳ型　水田耕作のみの農ラ

Ⅴ型　水田耕作を委託し,

:を行っている農家。

r・キュウリ等の野至 …の

農作業は宅地周辺の畑

に自給用野菜を栽培する程度の非農家に近い農

家。

上の各経営形態に関わる必要労働力からみて,

I型-Ⅱ ・ Ⅲ型-Ⅳ型-Ⅴ塾の順に農家内労働力

の中で農外就業におかれる比重が大きくなると考

えられる。

以下,耕地の分布,農業経営状態を分析し,玩

作地および転作作物の選択,それに経営形態との

関係について考察したい。

(2)類型ごとの転作状態

〔I型J南都田地区では,従来から稲作十家畜経営21)

の複合経営型農家が大部分を占めていた。昭和47

年のキュウリ産地指定化,昭和54年のピーマン

産地指定化22)により,ピーマン・キュウリ等の野

菜への転作奨励が進んだ。したがって,近年,ど

ーマン・キュウリ等のビニルハウス栽培を始めた

農家がこの類型にあたる。また牧草への転作も行

われ,牧草を自家家畜用飼料として利用している。

経営耕地面積はすべて2ha以上と大きく,専兼別

では第1憧兼業以上の専業的な色彩の淡い農家か

ら成っている。また,聴き取りおよび農家台帳に

よれば,今後の農業経営についても拡大志向であ

り,地域農業のリ-ダー的存在であると言えようO

集落別では,第14・15集落に典型的農家が見ら

れる。第16集落にも,Na24,Na25農家など類

似のタイプの農家が見られるが,いずれも家畜飼

育と野菜栽培の規模が小さく,また農家内労働力

の配分も兼業に重点がおかれ,実質的には水田単

一経営のⅣ型に分類されると考えられる。経営耕

地を集中・分散23),'O視点から見れば,集中タイプ

が大部分を占めるが,分散タイプの農家の中にも,

積極的な経営を行っている農家が存在する。

そこで,集中タイプと分散タイプの2つの農家

を例として,転作作物と転作地選択の関係を検討

したい。

Nq12農家は経営耕地面積402aであり,対象

集落の中で巌も経営規模が大きく,耕地集中度9.3,

団地数3と集中タイプである。宅地の東側19aを

転作し,ピーマンのビニルハウス栽培を行い,宅

地から約400m離れた場所に牧草の転作を行って

いる。繁殖牛10頚を飼育し,牧草はその飼料に

利用されている。

Nal5農家は経営耕地面積242aで,この経営

塾の中では小規模である。耕地集中度は6.1,団

地数6と耕地はかなり分散している。転作は,宅

地周辺にキュウリのハウス栽培(13a)、200m

離れた所にピーマンのハウス栽培(10a)、620m

離れた所に牧草(10a)を行っている。牧草は自

家消費される。この農家は近隣の4声で,トラク

ター1台,牧草刈取フロントローダー1機の共同

利用によって牧草刈取を行っている。また比較的

小規模であるにもかかわらず,箭極的な経営を行
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第11表　抽出農家の経営状態(農家台帳および現地観察により作成)

橿
注1)宅地の中心から200m以内を宅地周辺とし.それ以上を遺臣鮭とした。

注2)最接所有形態

個-・-個人所有のみ

共・--・共同所有もあり

注3)対象農家の宅地を中心とし.半径100m毎に中心から点数を付け(10, 9. 8, 7,

糾集中度- 10×a+9×b十8×c+- (a,b,c噌致)
a+b+c+--

注4)農道や用水路を挟むものも1民地として数えた。

注5) I　米十家畜+野菜。 n一米+家畜。皿　米+野菜。IV一米のみ。 V-井農家的形軌

0)一軍あたりの平均点数を耕地集中度とした。
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い,今後も経営拡大を志向している。2り

以上の2農家の事例から,野菜と牧草の二種類

が転作される場合,手間を要し,投下労働量も大

きい野菜への転作は宅地周辺に行われ,運搬には

労勧圭を要すが,栽培には手間を必要としない牧

草は,それよりも遠距離の場所が選択されると言

えよう。後述のⅡ型の例にみられるように,牧草

は上の例よりはもう少し近距離の地区が選択され

ると考えられるC　しかし,上例Nal2農家の牧草

地区は,段丘の末端にあたる微高地のため,元来

水田に不向きで,転作団地化2いされている地区に

存在し,耕地の自然条件や団地化の方針に従って

遠距離に転作が行われた例であると考えられる。

〔皿型〕この類型は稲作と家畜数頚を飼育する複合

経営壌家で,経営耕地面積はおおむね2ha前後で

ある。第16集落においては耕地の自然条件のた

めに牧草-の転作は少ないが,第14・15集落で

は,この類型の多くが牧草転作を行っている。第

14　・15　・16集落ともこの経営塾が卓越するが,

第16熊蕗は家畜飼育規模が小さい。これは,罪

16集落は兼業化の進行がより大きいこととも相ま

って,水田単一経営,兼業主体のⅣ型への移行が

顕著であると考えられる。またNa26 , Na27農家

は家畜疎放が少なく,農外就業への比重が大きい

ので,実質的にはⅣ型に近いと考えられる。

牧草を自家用に利用する戯家の場合,牧草転作

地はおおむね宅地周辺が選ばれるが,所有耕地の

分散程度や集落の転作団地化の方針,および耕地

の自然条件により遠距離の場所が選択される場合

もある。ここでは聴き取りに従って,宅地周辺転

作の例としてNh5農家を取りあげ,逆に遠距離地

転作の例としてNa4 , Nal3農家を検討したい。

Nh5農家は経営耕地面m222 a ,耕地集中度9.1

と集中タイプである。繁殖牛10頚を飼育し,宅

地の南側と東側の水田計23 aを牧草に転作し,慕

畜飼科として利用しているO　また,さらに恥16農

家の牧草転作地での刈取作業を請負い,刈取った

牧草を自家用に利用している。この農家の所有耕

地は,すべて比較的牧草地化しやすい条件にあり.

運搬の手間をはぶくため宅地周辺が選ばれたもの

と考えられる。

Nu4農家は経営耕地面積245 a ,耕地集中度6.5,

団地数6の分散タイプである。宅地から約270m

の耕地を3a,同じく270mの耕地29a　を牧草

に転作し,家畜飼料に利用している。転作地は相

互に離れているが,所有耕地の中では比較的宅地

に近い場所を選択していることから,牧草転作地

が遠偶地に分布する要因は所有耕地の分散性に求

められると考えられる。

Nal3農家は経営耕地面積290 a ,耕地集中度

5.7,団地敷3と比較的集中タイプである。牧草

転作は宅地から410mの耕地3l aを行っている。

牧草は自家消費される。この場所は段丘の末端に

あたり,砂疎質で,元来水田に不向きな地区であ

り,転作団地となっている　Nal3農家では遠距

離の耕地を転作した理由を「転作割り当て面積を

うまく消化できる場所であり,しかも土地条件が

劣り.牧草以外には不向き」としている。したが

って,耕地の自然条件と団地化政策とが,遠距離

耕地を転作に選ばせた要因と考えられる。

〔Ⅲ型〕この類型は水田単一経営,あるいは家畜を

少数飼育していた農家が,農協の指導により,伝

作として野菜の施設栽培を導入したものである。

経営耕地面積は比較的小さいが, Ⅳ型に比べ農業

労働の比重が大きい。栽培が難しく,投下労働量

が大きいことから,野菜栽培地の選択は宅地周辺

となっている。また,ピーマン・キュウリの施設

栽堵は,第16集落では見られないが,これは地

下水位が高いため栽培が田難であるからである。

したがって,第16集落においては,ピーマン・

キュウリに代わって,低湿な場所でも栽培可能な大

豆・サヤエンドウ等が作付されている。ここでは,

ピーマン栽培農家の例としてNal8農家を,第16

集落における事例としてNa22農家を取りあげた

い。

Nal8農家は経営耕地面積119 aと比較的小規

模である。宅地の北東側にサヤエンドウを栽培し,

遠距擬地区に分散した耕地に牧草・小麦の転作を

行っている。また今年,ビニルハウスを研入し,

宅地のすぐ東側にピーマン栽培を始めた。一応,
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肥育牛l頚を飼育しているが, Ⅲ型とした。世帯

主は農業を中心としており, Ⅳ型に比すと,農業

を主にしているという意識が強いと考えられる。

Na22農家は経営耕地面積290 aと大規模であ

り,耕地は宅地周辺に集中している。大豆への転

作を行っているが,注目すべき点は,転作地が小

面積ずつ3団地に分かれていることである。この

要因として次のことが考えられよう。すなわち,

この農家が属する第16集落は,元来,地下水位

が浅く,転作には不向きな土地である。そのため

少しでも地下水位の深い場所を選んで転作を行お

うとするために,現在のような分布をとるに至っ

たと考えられる。

〔Ⅳ型〕この類型は水田単一経営農家であり,兼業

に労働の中心をおき,休日や勤務後に農作業を行

っている。おおむね自己の転作割り当て面積を他

農家あるいは他集落への委託,もしくは休耕地化

によって消化しているが,耕地条件や団地化政策

によって,牧草地に転作している農家もみられる。

またNa28農家のように宅地周辺桝地を自家用野

菜に転作する例もみられる。

ぬ16農家は経営耕地面積193　と中規模であ

るが,農業主従事者は女性1人であり,他は恒常

的勤務に就いており26)兼業の比重が大きい。宅地

から600mの耕地48 aを牧草に転作し,刈取作

業を前述Na5農家へ委託している。転作率が極端

に高いが,これは兼業化が進行し,自家では宅地

の周囲の水田を耕作するだけで精一杯であり,残

りの遠距離耕地を転作田にして牧草栽培に切り換

えているからである。しかも,転作に関しては同

じ水田単一指向農家4戸分の転作分をも同時に負

担しているため, 27.3%という高い転作率を示し

ている。また,転作地は耕地条件から転作団地化

されている地区(作屋敷～林福野団地)に存在し

ている。したがって, Na16農家の場合,転作の

要因は, 1.兼業化の進行により,遠距離地の水

田耕作が不可能になったこと。 2.耕地が牧草に

通し,また集落の転作団地化地区に存在したこと。

3.他農家の転作分を負担できるだけの面積があ

り,他農家からの転作委託があったこと。 4.刈

取作業を受託する畜産農家の存在。以上の4つが

考えられ,これらが重複して高い転作率が生みだ

されるものと考えられる。

〔V型」この類型は水田耕作を委託し,兼業主体の

非農家的農家である。農作業は宅地周辺に自家用

野菜を栽培する程度である。

Na-29農家は本家(lV型)に水田40 aを委託し,

宅地の南に野菜を栽培している。家族はすべて恒

常的勤務である。

Na21農家は650m離れた第16集落内に12 a

の水田を所有しているが,水沢市寄りの他集落内

農家に水田の耕作を委託し,家族はすべて恒常的

勤務に従事している。

以上のように経営形態別に概観した。転作状況

をまとめると次のようになる。第14・15集落で

はピーマン・キュウリ等の野菜および牧草への転

作が見られる。野菜はすべての調査事例において

宅地周辺の耕地が選択されている。これは手間や

投下労働量が大きいことが要因となっていると考

えられる。牧草への転作も,基本的には,宅地周

辺に行われるが,所有耕地の自然条件や分散程度,

あるいは団地化政策を要因として,遠距離の場所

が選択される場合もある。栽培が簡単で,手間を

要しないことから,野菜の場合よりも宅地周辺に

転作される度合いが低いと考えられる。

Ⅳ型・ V型の中で兼業に比重がおかれる農家は

他膿家へ転作を委託する傾向にあるが,耕地の自

然条件や団地化政策を要因として,牧草等に転作

される場合もある。一般に水田単一経営の兼業農

家は,必要労助力を軽減させるた釧こ宅地周辺に

水田を残す傾向にあると考えられる。したがって,

この場合,遠距離地区が選ばれる割合が高いと考

えられる。また本調査では, Nal6農家のように

刈取作業を畜産農家に委託することにより,牧草

が有効に利用される例がみられたが,こうした作

業受託農家.あるいは牧草刈取組織の不在の場合.

牧草地が放置され,実質的に休耕地化されるケー

スも存在すると考えられる。

第16集落においては.兼業化が進行し,農家

労働力が量的に不足しているため,多くの投下労
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転作田のみを示す,以下同様)

(農家台帳および現地観察により作成)

管

て「1

第17図　No.15農家耕地分布

18図　No.5農家耕地分布

蔓 百

第19図　No.4農家耕地分布
q⊃

-83-



mi

「T 1
ち

〃訂

f n
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第22図　No.22農家耕地分布 第23図　No.28農家耕地分布
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第24図　Na16農家耕地分布 第25図　No.21農家耕地分布

コ

第26図　No,29農家耕地分布

働圭を要すピーマン・キュウリ等への転作はほと

んどみられない。また,地下水位が浅いという耕

地条件のため,牧草転作も少なく,大豆やサヤエ

ンドウ等の転作が目立つ程度である。

3　穏城の共同利用

現在,本調査地区において.機械利用は,個別

利用と4-5戸規模のトラクター・田植機共同利

用の二つの形態がみられる。また,転作補助事業

により,集落規模の牧草関連機械の共同利用が存

在する。規工川宏輔2')は,佐賀平野において集団

栽培組織崩壊後の稲作生産組織の再編成が,行政

主導による機械・施設共同利用の形で進行してい

ることを報告し,そこでの共同利用が中・下層の

兼業農家を主体とし,上層の中核的農家は個別化

へ向かっていることを指摘している。本調査地区

においても,機械共同利用の成立とその後の変遷

において,同様の傾向がみられる。以下,聴き取

り調査によって得られた4つの事例について検討

したい。
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第15集落字独光においては,現在,第27図の

a , bの2つの機械共同利用組織が存在する。 a

では4戸による田植機2台の共同利用を行ってい

る。機械導入以前は班28柄農家7戸による田植・

稲刈の共同作業が行われた。昭和48年に6戸に

よって機械の共同利用が開始されたが,この共同

利用6戸は血縁関係にあったことが注目される。

その後,機械の個別購入により2戸が脱退し,現

在の4戸に至っている。 bは昭和39年に班円13

戸によるトラクターの共同利用が,オペレーター

方式29)によって開始されたのが母体である。その

後,機械利用の個別化が進み,多くの農家が脱退

した。昭和47年より, 4戸によるトラクター・

田植機の共同利用が,持ち回り方式により,新た

に開始され,現在に至っている。 a・bの両事例

ともに,共同利用を継続しているのは,中規模農

家である。また昭和56年には,転作補助事業30)

により,集落内17戸の申請で,牧草関連機械を

購入し.転作牧草地の刈取を共同で行っている。

第14集落では,字作屋敷に4戸による機械の

共同利用(C)が存在している。同様の組織は字

林福野にもみられ,また,昭和56年より,新た

に集落規模で,転作補助事業による牧草関連機械

の共同利用が開始されている。 Cでは現在トラク

ター3台,田植機2台,バインダ-2台の共同利

用を持ち回り方式で行っている。機械導入以前は

班円11戸による共同作業が行われていたが,昭

和43年より班円3戸と他班の農家1戸との計4

戸で共同利用が開始された。聴き取り調査によれ

ば「気の合う農家どうしの共同利用」と言われて

いる。 4声はいずれも経営耕地面積2ha前後の中

規模農家である。なお,同班内の他農家は,個別

購入により機械化を開始しているが,経営規模は

いずれも3ha以上の大規模農家か, 1 ha前後の小

規模農家である。字林福野においても同様の4戸

による共同利用(d)が存在する。

また,第14集落では, 19戸により牧草関連機

械の共同利用が開始されている。これに加入して

現在の共同利用グループ

共同利用発足当時のグループ

_　　　　　共同作乗グループ

●　現在の共同利用の農家

△　共同利用脱退農家

■　共同作業のみ関係の農家

100m
■■

第27図　槻械共同利用関係農家(字独光)
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第28図　桟械共同利用関係農家(字作屋敷:字林福野,字国分)

か,いない農家は機械を個別に購入した大規模農

牧草転作を行っていない農家である。

以上のように,第14・15集落においては,大

規模農家および小規模兼業農家の離脱によって,

班規模の共同作業や,それを母体とした機械の共

同利用が崩壊したが,中規模農家4--5戸による

持ち回り方式の共同利用が現在まで存続している

ことが確認された。また,昭和56年からの転作

一業によって,中・小規模農家を中心に牧草

関連機械の共同利用が開始されており,行政主導

により新たに生産組織が福成されつつあると言え

よう。これにより,兼業化による労働力不足のた

め,手を加えられないままになりがちであった転

作牧草地の有効利用が保証されると考えられる。

現地調査によれば,牧草機械の共同利用が行われ

ていない第16集落に比して,第14　・15集落は,
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牧草地の利用度が高いようである。しかし,ここ

でも大規模農家は個別化の方向へ向かい,集落と

して一貫した転作対応がなされていないのが実情

のようである。

これらとは逆に,第16集落`では,機械の共同

利用はみられないO昭和40年代の機械化開始時

において,そのほとんどが個別偶人であり,補助

事業による転作関連機械の共同利用も.転作地が

第12表　集落別転作率および対応状況

少ないことから,行われていない。これは.兼業

化が急激に進行したことに加え,調査の結果,得

られた心象によれば,第14・15集落に比して個

人意識が強いことにも起因すると考えられる。

4　各集落の転作への対応

南都田地区の第14・15　・16集落それぞれの

転作率31)と転作への対応を示すと第12表のよう

である。

これらから推定し得ることは,第14・15集落

と第16集落とでは,転作率,転作への対応の両

者において大きな差異を有していることである。

特に,第16集落の転作率は,南都田地区全体の

中でも相対的に下位に位Jmしていることが注目さ

れる32)

そこで本節では,各集落による転作への対応の

相違という視点に立って,次の二つの事項に関し

てさらに考察を進めたい。すなわち, (1)第14-15

集落に関しては団地化政策, (2)第16集落につい

ては転作の委託,これらを個々に考察してゆきた

い。

(1)団地化政策

第14・15集落においては,大半の農家が転作

割り当てを自家で消化しており,農協を媒介とし

て胆沢町内の他の畑作中心地帯(小山地区など)

へ転作を委託するという方式は採られていない。

ただし,一部には,同集落内の他農家へ転作分を

負担してもらうという形式をとる農家が存在する

が,少数である。

そのような中で,第14　・15集落において注目

される点は,転作に際しての団地化政策33)が実施

されていることである。日け也化に関しては,聴き

取り調査によれば,数年前までは字国分などを中

心として転作の団地化が展開されていたが,散村

居住という特性のために,団地化の遂行によって

農家個々に対する転作田面積の不均等が発生した

り34)転作面積の調整が困難になった35)等の理由

から,団地化政策を中止するところが出現し38)

現在では,字林福野と字作屋敷との境界部に南都

田7区における唯一の団地が存在しているのみで

ある37)

現存している林福野-作屋敷団地に関与する農

家は,第14・15集落の総農家数67戸のうち僅

か10戸(14.9%)に過ぎず,その内訳は以下の

通りである。

…≡≡芸:≡)計10戸
このうち,遠隔地の独光からの転作農家が半数

を占めていることが注目される。

ここで対象としている林福野-作屋敷田地は,

第29図に示すごとくであるが,この場所を団地

化たらしめた理由は,次の三点が考えられる。

①　水利の関係

周辺に比較して微高地となっているため水が

得にくく,水田利用よりも畑作利用(特に牧草

栽培)に適した土地である。



⑧　土地条件(地味)

⑨　団地化奨励金38)の支給

このような諸条件が合致した場所がこの地区で

あり,そこに耕地を所有していた10戸が結合し

て現在に至っている。

一万,聴き取りによれば,団地化による転作の

推進にも特色が兄いだされる。第-は,転作面積

の調整に関しては.転作面積を農家単位で統一す

る方式はとられず,団地化に関与している農家個

々に一任していることであり,第二には,伝作作

物の選択も農家の自由である39)こ.とである。この

ように,団地化とは言えどもかなりの自由な裁量

が容認されており.農家への拘束力は脆弱である。

これが,現在まで団地化を衰退させなかった大き

な要因であろうと考えられる。また,団地化に関

与している農家の意識にもこのことが反映されて

おり, 「転作制度が存在する限り,団地化も存続

するであろう。」という言葉に表現されているよう

に思われる。

散居地域においては,.調整の難航ゆえに成立が

困難と考えられている団地化政策が,依然として

継続されているという事実は,今後,散居地域と

しての胆沢扇状地の農業を考察してゆく上で一つ

の手懸かりとなろう。

〔作屋敷〕

〔大　持〕

捗フ

〔林福野〕

記号は各農家の転作田を示す

--一一一は,小字の境界を示す

第29図　林福野～作屋敷団地における転作田分布図

50　　　100m

. ., , I

(2)転作の委託

聴き取りによれば,第16集落においても, 8

年前の昭和52年から3年間にわたり団地化政策

を実施していた時期があった40)しかし,第16集

落においては,耕地を集中して所有するタイプの

農家が多く.団地化を行うためにはより多くの調

整を要したこと,また,それに伴って農家におけ

る団地化の利害関係が発生したこと,さらには,

自然条件として全般に地下水位が浅く引),転作の

団地化を実行するにあたって最適な場所を設定す

ること自体が困難であったこと,などに起因して

団地は消滅した。

元来,土地条件から水田指向農家の多い第16集

落では,兼業化の進展とも相まって,転作を実行

するよりも水田経営を継続したいという意識がよ

り強い。そのために.転作の団地化政策が崩壊し
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た段階で,別形式による転作割り当ての消化の必

要が生じた。そこで,集落内における転作に代わ

って,転作を他集落(主として畑作適地である小

山地区)へ委託するという方式が出現した。

なお,第16集落においては,他集落への委託

の参加・不参加は農家の判断に委ねられており,

委託に参加せずに自家で転作割り当てを全て消化

している農家も存在する。しかし,第16集落の耕

地に対する転作率の低さヰ'Z)が示すように,大半は,

他集落への委託によって転作割り当て面積を消化

していると考えられる。

具体的に委託がどのように行われているかにつ

いては,集落単位で農協に委託面積を申請し43)

農協を仲介として他の畑作適地(主として小山地

区)へ委託手続がとられる44)という方式を採って

いる(第30図)。農協は,このように窓口的役割

と集
り落
ま単
と位
めで
の

L_　_________」

第30図　転作の委託のシステム

を担っており,委託金の支払いも仲介される。な

お,委託に際しては,委託金として面積当たりの

一定金額45)を農家が支弁することになっており,

委託側と受託側とで不利益が生じないよう配慮さ

れている。

現在,第16集落では,農協を伸介として小山

地区の大畑平へ委託が行われている。 59年度の大

畑平の転作率をみると34.2%という高い数値を示

しており,これは,転作の受託を除いては考えら

れない。なお,第16集落では兼業化がかなり進

展しており,若干の委託金を支払っても稲作に専

念した方が有利であるという意識が,転作の委託

を進めていると考えられよう。ここでは,自然条

件や宅地への耕地の集中という散居の特性が,団

地化政策を委託へと移行させた直接的原因として

求められようが,間接的原因としては,兼業化の

進行を無視することはできないであろう。

そこで,次郎においては,上述のような兼業化

の動向を考察してみたい。

5　兼業化の動向

本節においては,南都田地区第14・15・16集

配委
託
分の 託

I J

落の兼業化の動向を把握することによって,農業

経営に影響を与えている社会的背崇を考察したい。

ただし,資料の乏しさのため, 1970-1980年の

農林業センサスにのみよった。

第31図は1970-1980年の専業・兼業農家比

率46)の推移を示したものである。これを基にする

と,次の諸点が指摘できる。

①専業農家比率は相対的に低く,全般的に漸減

傾向にあると考えられる。

⑧第1種兼業農家比率,第2種兼業農家比率を

みると,集落によって,比率の推移のしかたに

は差異がある。すなわち.第1種兼業農家比率

が急落し.第2種兼業農家比率が急増する第15

・ 16集落の示す傾向と,これに比して,推移の

しかたに一貫性の稀薄な第14集落の示す傾向

である。

そこで,上記の二点について考察を進めたい。

(1) ①に関して

専業農家比率に関しては, 1970・1975年度に

おいて最高値を示した第16集落でも,専業農家

数47)自体は,総農家数24戸に対して僅か3戸で
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ある。これは,その内部における兼業化の進行を

如実に表現している。

全般的に専業農家比率は漸減傾向を示している

第13表　専兼業農家数の推移(第15集落)

が,第15集落のみは, 1980年度において微増し

ているのが特徴である。これを説明し得る資料と

して以下のものが提示できよう。第13表による

1975

1980

紘

27

27

20

18

(r農林業センサスJ 1980年版より作成)

と,総農家数は変化せず,兼業農家総数が1975年

度に27戸, 1980年度は25戸であることから,

その差2戸が再度専業に含まれているものと考え

られる。しかも, 1980年度において,第2種兼

1 ∈業農家は減少している

:が専業農家へ移行した

これは一時的な現象で

業農家は増加し,

ことから,第1種兼業農…

ものと思われる。しかし,

yfcサ弼

他集落では,一様に専業から兼業へと進んでい

る。

(2)ョに関して

第15・16集落に比して変則的な推移を示す第

14集落の変化の傾向を考察すると,おおむね次

のとおりである。すなわち,第1種兼業と第2憧

兼業の逆転時期をみれば,第15・16集落では1975

1980年であるのに対して,第14集落は1970-

1975年となっており,第14集落はより早期の頃

から兼業化を促進させていたと言える。特に, 1970

1975年の変化の割合は他集落と比較しても急

激であり,この時期に第1種兼業農家の第2種兼

業農家への移行が大きく促進したものと考えられ

る。ところが, 1975- 1980年では,逆に第1種

兼業が再度増加し,第2種兼業が減少するという

変則的現象がみられる。中でも, 1980年度の資

料は,第1種兼業と第2種兼業が近接してきたこ

とを示している。これは,第2種兼業農家が第1

種兼業農家へと逆行した現象と思われるが,その

背景については,第32図兼業種類別農家比率48)

を手懸かりに,さらに考察を加えたい。

第32図によると,第14集落の雇用兼業農家

比率49)の推移が第31図と似ている点が注目され

る。すなわち, 1975年を境に恒常的勤務が減少

し,日雇・臨時雇・出稼ぎ労働(以下,日雇労働

とする)が増加-と転じている。これは,恒常的

勤務の減少が第2種兼業農家の減少を,日雇労働

の増加が第1種兼業農家の増加を導いたものと想

定できよう。つまり,恒常的勤務が安定収入を確

保し,第2種兼業を維持させている要因と考えら

れるが,その恒常的勤務の減少は,逆に第2位兼

業の減少へと結びついたものであろう。一方,日

雇労働は,恒常的勤務に比して農業へ充当される

時間がかなり確保されるso)中でも,出稼ぎ労勘

の場合は,農業労働51)がほぼ完全に確保され,農

業収入が農外収入を上回ることも充分予想できる。

したがって,日雇労働の増加は,第1種兼業化を

促進させる一面をもっていると考えられよう。

ところで,これらの推移の傾向は,専業農家比

率の場合に考察した内容と同様に一時的な現象と

とらえることも不可能ではないが,その変化の幅

が大きいことから,必ずしも一時的な結果のみで

あるとは断言できない。

以上のように,ここでは,第14集落に関する第

2種兼業農家の第1種兼業化への背景について,

就業構造を視点として推察してきた。しかし,就

業状況に変化を与えている原因にまでは論及でき

なかった。

これとは増に,第15・16集落に共通にみられ

る特徴は, 1975年を境にして,それまで横慢な

変化であったものが急速に進んだことである。す

なわち,第1種兼業農家比率が急減,逆に第2種
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兼業農家比率は急増しているのである。特に,罪

16集落の第2種兼業農家比率の変化が著しい。

そこで第32回をみると,第16集落での恒常的

勤務の急増と日雇労働の減少が注目できる。これ

らに伴って,第1種兼業農家比率と第2種兼業農

<第14集落>

c/fcua朋u

れi fttfta辛比率

れ2 Uftォfi」比郵

＼

＼ .・・

V
lヽ

/`＼

＼

＼/

1380時世　　　/ 1970

<m¥smm>旨iil

家比率の変化がもたらされたものと思われるi2)

ただし,第15集落に限ってみれば,恒常的勤務

と日雇労働には顕著な変化が存在せず,第1種兼
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Ⅳ　む　す　び

本稿において,筆者らは散居地域である胆沢町

経営の特色をいくつかの観点から把握した。

特に,本年度は,下位段丘面(水沢段丘面)に位

置し,早くから開発が進み,水田経営を主として

いる南都田地区第14・15・16集落を事例に,

その農業構造のインテンシブな把握を試みた。そ

こでは,散居地域の性格が農業経営に影響を及ぼ

していることも知り得た。このように,散居集落

を基盤に展開されている農業経営の性格は,胆沢

扇状地の人文景観の特性でもあろう。

そこで,これまでの分析をまとめると以下のご

とくである。

(1)胆沢町における経営面積は現在偵ばい状態に

ある。しかし,南都田地区等の平坦地では水田,

小山西南部や若柳西部などの丘陵・山間地では畑

地と.土地条件にふさわしい利用法を考え,収穫

の向上に努めている。また,地区別の農家一戸当

たりの経営耕地面積は,専業農家率の高い上位段

丘面の集落ほど大きく,兼業農家率の商い下位段

丘面の集落ほど小さくなっている。

胆沢町の総兼業農家数は、水田利用再編対策等

の影響により増加傾向を示し,特に,第2種兼業

農家数が著しい伸びを見せている。地区別にみる

と,通勤条件等に適した南都田地区において兼業

農家率が高く,畑作中心で兼業化を進めにくい小

山西南部や若柳西部地区でその率は低くなってい

る。

次に,転作は小山・若柳地区の畑作地帯におい

て転作率が高く,南都田地区等の水田地帯でその

率が低い。これは,転作の受委託などによって各

地区に適した作物を作り,収穫高を上げ,農業収

入の安定化を図っていることによる。また,作目

別の分布を見ると.飼料作物は畑作地符であり,

比較的畜産の盛んな西部,上位段丘面に主に分布

しており,麦類・大豆・野菜類は水田率,及び兼

業農家率の高い東部.下位段丘面において盛んで

ある。

さらに,農協を中心としてライスセンター,カ

ントリーエレベーター,ライスミル等の農業施設

を充実させ,よりよい品質の農産物を市場に出荷

することを目指している。

胆沢町における農業就業者は農林業センサスに

よれば年々減少する傾向にある。その理由として,

第一に農業所得が伸び悩んだことが挙げられよう。

さらには,冷害に対する不安もあって,より安定

した収入が期待できる他の産業へと移っていくも

のと考えられる。第二に,若年層の農業離れが挙

げられる。したがって,今後,若年層を引きつけ

るような鮭力ある農業経営を一層志向することが

期待されようO

(2)第14・15・16集落においては,経営規模

や労働力等の条件によって経営形態に相過がみら

Iit*

第14・15集落においては,大規模農家は転作

田を利用したピーマン・キュウリ等の収益性の高

い商品作物の導入により多角経営化を進める傾向

がみられる。一方,小規模農家は,兼業化に伴い,

転作委託や労助力を要しない牧草等への転作が主

となっている。水田耕作の委託化はみられないも

のの,経営が縮小化し,土地利用が粗放化する幌

向がみられる。これらに対し,中規模農家は,`牧

草が中心であるものの,自家飼料として有効利用

している。また,機械共同利用の継続により経費

を軽減し,経営の維持に努めている。ゼ～マン・

キュウリ等の施設栽培を導入し,経営拡大を志向

する農家もみられた。

第16集落においては,耕地の自然条件と,兼

業化の浸透により,水田単一経営を志向する農家

が多く,転作は少ない。また.機械の共同利用も

みられなかった。

(3)第14・15集落では.接械化以前に共同作業

を行っていた班を母体として,かつて,機械の共

同利用が開始されたが,大規模農家および小規模

農家の離脱によって崩壊した。しかし,中規模農

家4-5戸による共同利用は,現在まで存続して

おり.これにより中規模農家の経営効率化がなさ

れ,兼業化の進展が緩和されていると考えられる。

また,転作補助事業により,集落規模の牧草機械
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共同利用が開始されている。しかしながら,ここ

でも大規模農家は個別化の傾向にあり,転作に対

する集落の一貫した対応を困難にしていると言え

よう。

(4)転作地の位置は,多くの労働量を要す野菜の

施設栽培が宅地周辺に分布し,労働量を余り要し

ない牧草等は,より遠距離の地区に栽培されると

いう圏構造が確認された。さらに,牧草地の分布

には,労働条件と経営形態の相違によって, 2つ

のタイプがみられた。すなわち,牧草を自;

する複合経営農家は,宅地周辺で栽培し,逆に兼

業化の進行した水田単一経営農家は遠距離地区に

分布するという憤向がみられた。前者の場合,牧

草は自家消費されるため,効率的利用が期待され

るが,後者では,労働条件から,牧草地が荒れる

ことがあると考えられる。したがって,こうした

牧草地の有効利用をはかるためには,現存の牧草

機械の共同利用を拡大・充実化することなども,

期待されよう。

(5)集落間での転作への対応には,明瞭な差異が

みられた。すなわち,自家で転作を消化し,一部

で団地化を実施している第14　・15集落と,大半

を委託に頼っている第16集落とである。転作へ

の対応様式の違いは,自然条件や耕地集中度など

に起因するが,ここにも散居地域としての性格が

みられる。特に,団地化において,耕地の集中と

いう散居の特性が影響を与え,それに起因して解

体をみたところもある。

各集落とも,団地化政策を転作への対応の最初

としたことは共通しているが,第14・15集落に

おいては,後に転作の自家消化-と移行し,一部

で,従来からの団地化を維持させている。また,

第16集落では,農協を媒介としての他集落(小

山地区)への委託へと変化したと言える。このよ

うな転作の対応の相違は,その背景に兼業化の浸

透が考えられよう。

1980年度における雇用兼業農家比率のうちの

恒常的勤務の伸びをみれば,第16集落で伸び率

が大きいことがわかる。つまり,集落内における

恒常的勤務農家の増加のために,転作を自家消化

することが全体に困難となり,委託という形式を

生み出したものとも考えられよう。第14・15集

落においても,第2種兼業を中心に兼業化が進ん

でいるが,恒常的勤務農家は第16集落に比して

増加は僅かであり,このため,集団転作が崩壊し

た後は自家消化へと移行したのであろうと考えら

れる。

(6)第14・15・16集落の兼業化の推移は,ほ

ぼ全国的な傾向に従っていると言えよう。すなわ

ち,専業農家比率は継続して減少傾向を示し,罪

1種兼業農家比率が減少するのに代わって,第2

種兼業農家が急速に増加している。もっとも,一

部の集落では,この全般的傾向とは異なる例外的

現象もみられる。つまり,第15集落においてみ

られた第1種兼業から専業への移行,第14集落に

おいての第2種兼業から第1種兼業-の移行の両

者である。これには,兼業農家自体の就業構造の

変化が関係あるものと考えられる。しかし,兼業

化に関しては資料上の制約があり,その要因につ

いては推測の域を出なかった。

最後に,調査内容について若干の問題を加えて

結びとしたい。

胆沢町においては,自然的条件(特に段丘地形)

を基に農業的土地利用をとらえることができる。

それは,上位段丘面における畑作・牧畜卓越地帯,

下位段丘面における水田卓越地相という形で表現

されてきた。第16集落を事例として明らかにな

った転作の委託も,こうした土地条件の特性を生

かしての農業経営である。もちろん,それは単に

自然条件からのみではなく,諸々の人文・社会的

要因に負うところも大きい。この点に関し,今年

度特に取り上げたのは兼業化の進展であった。

第16集落では, 70年代後半から急激に兼業化

の進展をみた。こうして,農業労働力は水沢市を

中心とする都市部へ吸収され,転作への労働力の

提供をも困難にする状況を生み出した。しかも,

兼業化を背景として,より個人中心の経営を志向

することとなり,農家相互の紐帯を基盤とした機

械の共同利用をも発生させなかったのである。
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一方,第14・15集落では,転作の自家消費や

団地化を中心に農業に取り組んでいる。しかし,

そこにも兼業化が影響していることは否めないで

あろう。とりわけ,機械の共同利用における農家

間の紐帯の解体過程においてそれは示されている。

ただし,第16集落に比して兼業化の進行は穏や

かであり,第2校兼業を維持・推進していた恒常

的勤務者の増加も微々たるものであった。これが,

第16集落との差異を生じさせた背景と考えられ

よう。

耕地の宅地集中という散居の特性は,土地利用

や水田の転作にも,層構造他,特有の姿を示した。

また,機械の共同利用や集団転作に対しても微妙

なインパクトを与えてきたO　さらには,わずかな

土地条件の差異や,兼業化など社会的要因が,輿

落間の相違をみせているのである。

一見,等質な空間にみられ,水田を志向する散

居地域においても,さまざまな農業経営や集落構

造が兄いだされる。

さて,我々は, 1983年度における大畑平地区,

1984年度における萱刈窪地区,今1985年度に

おける南都田地区第14　・15・16集落と3カ年

にわたり研究してきた。

.大畑平地区は,元来,主に溜池湾概に頼る小村

落的散居村で,戦後の大規模な開拓により,戸数

の増加をみた地区であった。萱刈窪地区も,穴山

用水という河川掛りの小用水路に頼る点は異って

いるが,段丘上に走る水路に沿って制犬に伸びる

水田方向に,家屋も分布している点は共通してい

る。これら寿安堀より高位の段丘上の開発は,一

般に新しい。

これに対し,今年次の調査地域となった下位段

氏(水沢段丘)面の水田化はより古い。ここに分

布する敷居集落は,庄川扇状地や大井川扇状地の

それと,同様な性格を持つものと考えられる。し

かも,角塚古墳に象徴されるごとく,幾重の歴史

を刻んでいるのである。ある意味で,北上川流域

の水田開発と共に東北地方における水田農村の典

型でもあろう。

一口に胆沢扇状地と言っても,自然条件はもち

ろん,その歴史性,人文景観,農業経営の様式,

及びその構造も異なるのである。

それにしても,各時代を通して生まれてきた集

落は,戦後の大規模開拓を含めて,いずれも散居

形態であった。なぜここに散居築港が生まれたの

か,そして,将来,農業経営の変化にどのように

対応してゆくのかを,今後見守ってゆきたい。

(付言己)

調査および本稿の作成に際し,御協力をいただ

きました胆沢町役場,胆沢町農協,および,南都

田7区区長藤田圭一氏をはじめとする地元のみな

さまに対し,厚く御礼申し上げます。
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1 )　米生産調整政策は1970年に始まる。また,その一環である水田利用再編対策は1978年に第1期事

業が開始され,現在第3期事業が進められている。

2)　渋谷正人「農村の綿造把握の試み　-集落パターンと土地利用の酎荷造を中心にして- 」 ,人文

地理23-5, 1971

3)　規=川宏輔「佐野平野における稲作生産租税の地域的展開」,地理学評論52-12 , 1979

規工川宏輔「佐賀平野における米の生産調整対策への地域的対応」,地理24 -5 , 1979

4)　鈴木康夫・新井鏑久「岩木川下流農村における農地流動の特質と大規模#_常農家の成立」 ,人文地

理32-6, 1980

5)　山口弥一郎「陸中胆沢扇状地における散居とその生活」,地理学評論17-5, 1941

6)　池田雅美「胆沢扇状地における開拓過程の歴史地理的研究」,人文地月日8-1 , 1966

池田雅美「胆沢扇状地の集落と散村費の変貌」,東北地I!II24-2 , 1972

7)　大原・中田・柳沢「胆沢扇状地における敵居集落」,新潟大学教育学部地坪学教室, 1983

清水・高橋・中嶋・神託・高橋・吉田「敷居集落における耕地と水利　一中位段丘面の萱刈窪を事

例として- 」,新潟大学教育学鵠地瑚学教室. 1984

清水・高橋・中嶋・神能・高橋・吉田「胆沢町における商圏設定の試み　一　碓率モデル(Iluff

Model)を開いて-」 ,新潟大学教育学部地理学教室, 1984

8)　年間平均気温等の数値は,胆沢町役場作成r農政のしおり」による。

9)　胆沢町役場作成r胆沢農業振興地域鞍備計画書J (昭和56年2月発行)による.

10)　注1)参照。

ll)　斉藤事治の段丘区分による。

斉藤宇治: 「岩手県胆沢川流域における段丘形成」,地理学評論51-12 , 1978

12)　r農林業サンサス　C1980)Jによる。

13)　胆沢町におけるピーマンの出荷時朋は,高知・宮崎等の大産地の端境好日こあたるため,産地間の競

合がないという有利な点を生かして, AE産を伸ばした0

14)　膿協での聴き取りによれば, 1985年現在,基本より1万円清く, 10a当たり2万5千円で行われて

1M

15)　注目)参照。

16)　開噸年代は不詳だが.元亀年間との史料があるC　この開塀により,近世以降,下位段丘面の開拓が

進んだ。 〔注6)参照〕

17)　他市番号簿による。 (昭和56年7月15日現在。)

18)　農家台帳による。

19)　農家台帳による。

20)　耕地現況図に畑の正確な位置をプロットできないので,水田の分布のみを調査した0

21)　小規模な畑作も行われるが,自給的性格が強いと考えられる。

22)　ピーマンは,最初,露地栽培として導入きれたが,気候条件から,施設栽坊へ転換された。

23)　所有耕地の分散・集中には歴史的要因が大きい。

24)　農家台帳による。

25)　団地化に関しては,第4節で詳述する。

26)　聴き取り調査による0

27)　注3)参照。
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28)　戦時中の「隣組」が継続したもの。

29)　当時の専業農家が,オペレーターとして,班内農家耕地の耕超を行った。

30)　転作関連機械購入費の半額補助。

31)　胆沢町役場作成「米生産調整対策事業実施状況J昭和59年度版による。

32)　米生産調整対策事業実施状況J 〔注3日〕によると,南都田地区においては下位より三番目に第16

集落が位置する。

33)　ここで言う団地化とは,各農家の転作田を特定箇所に集中させて,包括的に転作を実施しようとす

る方式を示す。

34)　一般に散居地域では,宅地の周囲に耕地を集中させる傾向にあり,これを背景として団地化が施行

されると,田地の近辺に耕地を有する農家はど多くを転作田に転換せねばならないという不均等が発

生すると考えられる。

35)　調整を目的とした交換分合などによって,耕地に対する利害を生むことがある。

36)　聴き取りによれば, 3年前に団地化政策が崩れ,政策転換を行った地域がある0

37)　以前転作団地となっていた場所は,その名残として,現在でも転作地が集中しやすいという傾向を

もっている。

38)　団地化に関与した農家には10a (1反)当たり9.000円が転作奨助金に加算される(1985年現在)

39)　他地区の転作団地では作物を統一しているところも存在する0

40)　団地化が実施されていた場所は不明である。

41)　一般的に,低湿な土地条件となるために畑作には適さない。

42)　第12表参照。

43)　農家独自で申請するのではなく,集落単位で,委託を希望する農家の転作面砧を一括して申請する

というシステムである。

44)　受託側も集落単位である。

45)　江14)参照。

46)　r農林業センサスJ 1980年版に示されている総農家数および専兼業別農家数より算出0

47)　r農林業センサスJ 1980年版による。

48)　農林業センサスJ 1980年版に示されている総農家数および兼業種類別農家数より算出。

49)　恒常的勤務,日雇・臨時雇・出稼ぎ労働の双方を指す。

50) 1年間を単位とした場合,賃労働時以外は農業へ労働が向けられると思われる。

51)　ここでは水田に充当される労働を意味する。

52)　恒常的勤務の増加は収入の安定化を促進し,第2柾兼業化が進むと考えられる。
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